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⚫ 三菱総合研究所（MRI）のご紹介

⚫ 三菱総合研究所（MRI）の人材分野の活動

1. はじめに
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三菱総合研究所（MRI）のご紹介

⚫従来のあるべき未来社会の姿と実現策を研究・構想・設計から、今後はお客様やパートナーの皆様とともに

実現策を社会に実装してまいります。

⚫弊社自身もソリューション提供、事業参画など、事業化・運用に携わり、お客さまのパートナーとして貢献

度を向上させます。

経営理念

【価値創造の起点】

社会課題
あるべき未来社会

あるべき

未来社会の実現A

研究・提言

B

政策、事業
立案

C

制度、事業
設計・実証

D

社会実装
（事業化・運用）

価値創造
プロセス

1 2 3 5 7

ヘルスケア

64

人 材 都市・
モビリティ

エネルギー・
循環

情報通信 食 農 レジリエンス
主な取り組み分野

三菱総合研究所は、

豊かで持続可能な未来の共創を使命として、

世界と共に、あるべき未来を問い続け、

社会課題を解決し、社会の変革を先駆ける

社会課題を解決し、豊かで持続可能な未来を共創す

る

ミッション
果たすべき使命

1

未来を問い続け、変革を先駆け

る
2 ビジョン

目指す企業像

3
コミットメント
ステークホルダーへの約
束

研鑽 知の統合

継承

スタンス 挑戦 リアリティ

変革

1. はじめに
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三菱総合研究所（MRI）の人材分野の活動

⚫ FLAPサイクルの浸透により、人材流動化と企業の持続的な成長とともに、人々が自己実現と幸福感を得られ

る社会実現を目指します。

1. はじめに

個人企業社会

希望のキャリア・人生を歩めない
人材不足・ミスマッチ
/競争力維持

人材需給ギャップ
格差の発生

社会課題

一人ひとりがw i l lを持ち、
その実現によって、

多様で豊かなキャリアや
人生を築く

多様な人材が活躍し、
働く 個人の自己実現や幸せと
企業の持続的成長を両立

柔軟なキャリア形成が
選択可能で、挑戦、学びと
成長機会を保障する社会

目指す社会像
個人と企業の個性と成長が調和し

互いに輝く 社会を築く

FLAP
（飛翔）

サイクル

知る

F in d

行動する

A c t

学ぶ

Le a r n

活躍する

P e r f o rm

リスキリング

円滑な労働移動

経営戦略に沿った

人材の確保・育成

学び・成長・幸福

自己実現機会の確保

「F LA Pサイクル」の浸透による職・スキル・働き方のミ スマッチ解消
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① 人的資本経営支援コンサルティング

１）人材戦略立案、開示方針策定

２）人的資本開示支援

３）Asis -Tobeギャップの可視化

４）人材ギャップ解消の計画策定

2. サービス内容 （コンサルティング/サービス）

② 人材ギャップ解消の施策実行支援

１）人材ビジョンに基づく育成施策設計

２）伴走支援型 新規事業開発支援サービス

３）Off-JT＆OJT併用 DX人材育成

４）配置転換支援サービス

5）採用戦略立案コンサルティング

６）エンゲージメント向上コンサルティング

７）人事制度改革コンサルティング

８）風土・意識改革コンサルティング

９）休職予兆サービス 「COCOPRO」
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⚫ 戦略実現に向けた取組みの
うち、誰に（投資家・従業
員）、何を、どのように開
示していくのかの方針を策
定

⚫ ギャップを踏まえ、
人材戦略を策定

❶ 人材ビジョン
❷ 推進体制
❸ ロードマップ

⚫ 目指す姿（Tob e）に対し、
現状（As is）のギャップを
定量化・測定する

⚫ 全社、各事業の財務・事業
目標から、目指す人材像
(スキル×人数 )や、
ダイバーシティ、エンゲー
ジメント等のK PIを設定

コンセプト
⚫【実践】 経営戦略と連動した人材戦略を立案

⚫【開示】 独自性/ストーリー性のある情報開示を重視

特徴

⚫【実践】 経営戦略実現のため、必要な人材（スキル×人数）を明

確化、

そのための育成・採用等の施策と役割分担まで整理

⚫【開示】 投資家・求職者・従業員に、取組みや思いが伝わること

を重視

事業戦略 人材戦略

経常利益（百万
円）

連結従業員数 環境・その他

現状 目標 現状 目標 目標

国内既存事業A 4,000 ５,０００ 1,000
各事業の
目標達成に必要な

⚫人員体制
（人材像×人
数）

全体の
目標達成に必要な

⚫人材ビジョン
⚫教育、採用
⚫ダイバーシティ

⚫エンゲージメン
ト

⚫働き方 等

海外既存事業B 5,000 7,０００ １,５00

新規事業C 1,000 3,０００ 500

10,000 15,０００ 2,000

①人的資本経営支援コンサルティング １）人材戦略立案、開示方針策

定

2. サービス内容 （コンサルティング/サービス）

ロードマップ・役割分担

人事部門

C E O

経営層

企画部門

人材戦略PR

3月

理念浸透の対話施策

…

プロジェクトA推進

人事施策A

育成再構築

プロジェクトB推進

人事施策Aと施策Bの連動

…

4月

事業戦略に基づいた人材戦略構築

実施
ステップ

実施内容

人的資本開示方針策定
ギャップ解消・企業価値向上

に向けた人材戦略策定
Asis-Tobe

ギャップの定量化
目指す姿に対する

人材アジェンダ特定・KPI設定

開示
法定
＋
任意

実践
３つの視点

＋
５つの要素

連動

経営戦略・事業戦略の実現
ステークホルダーからの評価向上

企業価値向上

真の人的資本経営
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コンセプト

⚫単なる法定開示への対応に留まらず、戦略的な任意開示まで支援

⚫投資家や求職者、従業員等のステークホルダーに対し、貴社の開示の目的・狙いを実現する

ための開示内容・見せ方をご提案

特徴

⚫人的資本経営コンソーシアム支援等を通して得た優良事例を提供

⚫紋切り型ではない、貴社の開示方針に合わせた、人材戦略実現に繋がる開示をディスカッ

ションを通して提案

①人的資本経営支援コンサルティング 2）人的資本開示支援

2. サービス内容 （コンサルティング/サービス）

あるべき開示とのギャップ・

現状課題のディスカッション

当社案（有価証券報告書、

統合報告書等）の提示

貴社の狙いに合わせた、

優良事例の提供

当社案をたたき台にした

ディスカッション・更新
現状の開示内容のレビュー

貴行開示書類、HP等

進め方：人的資本開示検討ワーキンググループ
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人材レベル
プロダクト
マネージャー

ビジネス
デザイナー

データ
サイエンティス

ト

上級 20名 ５0名 １0名

中級 ５０名 130名 4０名

初級 １０0名 350名 100名

①人的資本経営支援コンサルティング 3）Asis-Tobeギャップの可視化

2. サービス内容 （コンサルティング/サービス）

コンセプト

⚫経営戦略と連動した人材戦略の策定・実行にむけた８つのステップを支援

⚫ Asis‐Tobeギャップを可視化し、適切な解消計画を策定することがステークホルダに対して

成長戦略の蓋然性を示すことにも繋がる

特徴

⚫成長戦略の実現に必要な人材ポートフォリオ（Tobe）を可視化

⚫現状（Asis）と将来のギャップ（不足・余剰）を定量把握

⚫進捗状況をモニタリングし戦略実現に向けたPDCAサイクル基盤を構築

人材タイプ
人材レベ

ル
２０２
３

２０２
５

２０３
０

プロダクト
マネージャー

上級 －５

中級 －１０

初級

ビジネス
デザイナー

上級 －１０

中級 －２０

初級

デジタル人材の例

採用（中途／新卒）

異動・配置

育成（OJT／Off-JT）

外部委託

STEP１

必要人材像の定義

STEP２

現状(Asis)の
可視化

STEP３

成り行きの現状
(Asis)の可視化

STEP４

目指すべき将来の姿
(Tobe)の可視化

STEP５

ギャップの可視化

STEP６

ギャップ解消計画の
策定

STEP７

ギャップ解消施策の
実行

STEP８

進捗のモニタリング

スキル項
目

人材像別要件（基
準）×

経営戦略・事業戦略
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①人的資本経営支援コンサルティング 4） 人材ギャップ解消の計画

策定

2. サービス内容 （コンサルティング/サービス）

コンセプト

⚫人材戦略で掲げた目標期間内の人材ギャップ解消に向けて、

不足スキル獲得・伸長のための育成計画を立案

⚫計画に対して適切なOff-JT、OJT、PBL等の育成施策実行を支援

特徴

⚫人材不足が発生するタイミング（短期/長期）、採用難易度、必要な育成期間、

余剰領域からの再配置・リスキルの余地等を踏まえたギャップ解消計画を立案

⚫不足スキルに対する教育コンテンツをレコメンド

Tobe

成り行きのAsis

Step７
ギャップ解消施策の実行

Step6
ギャップ解消計画の策定

Step5
ギャップの可視化

ギャップ

中期的に
上位レベルが不足

多くの余剰が発生
／絶対的に不足

社内での育成が
困難・間に合わない

外部人材
採用計画

配置転換・
リスキル計画

育成計画

８）風土・意識改革コンサルティング→P20

社員一人一人の
生産性向上
が必要

エンゲージメント
向上

人事制度 ７）人事制度改革コンサルティング→P19

６）エンゲージメント向上コンサルティング→P18

４）配置転換支援サービス →P16

休職離職者が多い 休職離職率の改善 ９）休職予兆サービス 「COCOPRO」→P21

１）人材ビジョンに基づく育成施策設計→P１３
２・３）DX人材・新規事業開発支援サービス→P１
４,１５

組織風土改善

５）採用戦略立案コンサルティング→P17
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②ギャップ解消の施策実行支援 １）人材ビジョンに基づく育成施策設計

2. サービス内容 （コンサルティング/サービス）

コンセプト
⚫事業戦略・人材戦略を連動させたうえで、めざすべき人材ビジョンを設定

⚫人材要件（行動、知識、スキル、意識）を具体化し、必要な研修体系やOJTの体系を設計する

特徴

⚫事業戦略に合致した業務遂行や成果を出している職員を対象としたインタビュー調査等を踏ま

えた人材ビジョン・人材要件の設定

⚫多様な業界における研修企画・運用実績で培われた豊富な知見による既存研修の評価
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②ギャップ解消の施策実行支援 ２）新規事業開発 伴走型育成サービス：

INNOGUIDE

2. サービス内容 （コンサルティング/サービス）

コンセプト
⚫目下推進すべき新事業開発を推進しながら、新事業開発人材（イノベーション人材）を育成

⚫従来のOff-JTに加え、OJTを一体型で提供し、新事業開発を支援

特徴

⚫ OJTは新事業開発経験者がメンターとなることで質の高い壁打ちを実施

⚫自身で手を動かし壁を克服する経験により、実践的な力やマインドセットを身に付けることが

可能

動画学習コンテンツをご提供し、「自己流」で行いがちな新事業開
発のノウハウを学習可能

オンラインで利用可能なOJTシートをご提供し、経験豊富な
トレーナーとの密度の高いOJTを実現

まずは講座を見て、
新事業開発の進め方の「型」を知ることができる

学んだ「型」の使い方や、実際にぶつかった壁の克服方法等
を実践を通じて強化することができる

Off-JT ：オンデマンド講座

⚫ 新事業開発推進のプロセス
⚫ 仮説検証の方法
⚫ プロトタイプの構築方法

⚫ 市場分析方法
⚫ 経済性評価方法…

OJT ：新事業開発の経験者によるメンタリング

⚫ 企画構想力
⚫ チーム

ビルディング

⚫ 課題解決能力
（事業推進上の課題を自ら解決する能
力）

⚫ Off-JTで学習した事項の実践…

イノガイド
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②ギャップ解消の施策実行支援 ３）DX人材育成 研修・OJT実行支援

2. サービス内容 （コンサルティング/サービス）

コンセプト

⚫多くの企業において企業価値の向上・経営戦略の実現にあたってDX推進が重要なアジェンダ

に

⚫企業のDX推進をリードするコア人材を育成するとともに、実業務で従業員がITツールを駆使

し成果に結びつけるためのリテラシー向上を研修（Off-JT）OJTの両面で支援

特徴
⚫個社毎のDX推進のステージやDX人材育成の検討プロセスに応じて、最適な研修内容を提案

⚫経験豊富なMRI研究員による伴走型OJTにより、実業務を通したDX人材育成を推進

研修企画

⚫ 全体設計

⚫ 習得スキルの
整理

⚫ ゴール設定

⚫ 講座構成・時
間割の設定

⚫ 詳細設計

⚫ 各講座内容の
精緻化

⚫ 課題学習の
テーマ設定

⚫ 課題学習の評
価項目設計

St ep1 St ep2 St ep3 St ep4

全体振り返
り

⚫ アンケート集
計

⚫ 研修企画の課
題抽出

⚫ 次年度開催に
向けた改善提
案

⚫ 実施報告書の
作成

⚫ 貴社D X推進に

資する提言

研修実施

⚫ 対面研修の
実施

⚫ 課題学習の中
間相談会実施

事前準備

⚫ 研修資料の作
成

⚫ 投影資料

⚫ 配布用ワー
クシート

⚫ 各種アンケー
ト・確認テス
トの設計

⚫ 事前アンケー
トの実施

研修設計・実行支援の実施ステップ（例）

貴社ご担当者 MRI担当

目標
設定

達成
評価

実行
支援

Ｄ
Ｘ
推
進
に
必
要
な

ス
キ
ル
セ
ッ
ト

MRI研究員による伴走型OJT
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類似性が高い
既存職種の探索

②ギャップ解消の施策実行支援 ４）配置転換支援サービス

2. サービス内容 （コンサルティング/サービス）

コンセプト
⚫貴社の特定職種に求められるタスク・アクテビティを作成する際のたたき台として利用

⚫職種同士のアクティビティの重複度合いから類似性を分析し、配置転換候補者を抽出

特徴
⚫日本版職業情報ネットワーク（日本版O-net）のデータベースを活用

⚫約400の職種に対するタスク・アクテビティのデータを保持

作りこまれた職の共通言語データベー
ス

シソーラス
重点事業に
必要な職種

既存職種
（アクティビ

ティ）

（アクティビ
ティ）

重点事業に
必要な職種

（アクティビティ）

Aさん

Bさん

Cさん

（アクティビ
ティ）

マッチ率が高い
従業員の探索
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②ギャップ解消の施策実行支援 5）採用戦略立案コンサルティング

2. サービス内容 （コンサルティング/サービス）

コンセプト

⚫自社にマッチした人材を効率的、効果的に確保するための「攻めの採用」支援

⚫採用マーケティングの考え方に沿った、課題分析やコンセプト策定、各種施策の実行支援およ

び

効果測定に至るまでの包括的コンサルティング

特徴

⚫採用プロセスにおいて採用方針に基づく一貫したメッセージを発信することで、ターゲットと

する人材への魅力づけや入社後のミスマッチ防止を狙う

⚫「採用」の範囲に留めることなく、人材戦略や人材施策全体の見直しにも繋げる
採用戦略立案・実行支援ステップ（例）

ターゲット選
定

⚫ 現状の採用ター
ゲット層の把握

⚫求める人材像、
人材タイプ

⚫入社者のバック
グラウンド分析

⚫ ターゲット人材層
における市場動向、
競合の把握

Step1

訴求点の明確
化

⚫ 社内人材の、自社
に対する魅力や課
題認識の理解

⚫ ターゲットとなる
人材層のニーズ分
析

⚫ 競合他社の訴求点
の把握、分析

⚫ 上記を踏まえた訴
求点の明確化（右
図）

Step2

採用コンセプ
ト

立案

⚫ 今後狙うべきペル
ソナ（典型的な求
職者像）の具体化

⚫ ペルソナに対して
訴求点が伝わりや
すいコンセプトの
策定

Step3

採用施策の
実施、効果測

定

⚫ コンセプトに沿っ
た採用広報、採用
プロセスへの落と
し込み

⚫採用HP

⚫選考プロセス

⚫ SNS活用等

⚫ KPIの策定、効果
測定

Step4

訴求点の明確化イメージ

ターゲット人材の

ニーズ

自社の

優位点

訴求するべき点

強化が

必要

（キャリ

ア支援、

福利厚生

など）

見直し

余地あり
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②ギャップ解消の施策実行支援 ６）エンゲージメント向上コンサルティ

ング

2. サービス内容 （コンサルティング/サービス）

コンセプト

⚫人的資本経営の基盤は、従業員が志を持って働ける状態であること

⚫従業員エンゲージメントの向上を実現し、

経営戦略・事業戦略の実現を担うことができる組織へと変革することが重要

特徴

⚫人材戦略に対応したエンゲージメント指標の設定・調査から

施策実施、効果測定までをシームレスに連携

⚫エンゲージメント向上のための具体的なアクション実行まで伴走支援

⚫ 取組効果の測定を行い、取組方
針と効果のズレを確認

⚫ 取組の進捗を確認し、進捗遅れ
に対しては取組加速

⚫ 次年度調査すべき職場の課題の
確認

効果測定

⚫ 内発的動機づけ施策（キャリ
ア自律、W il lC anM u st）

⚫ 外発的動機づけ施策（人事制
度、待遇改善）

⚫ 業務環境投資（オフィス、P C、
什器）

組織での取組

⚫ 会社の課題特定と必要アク
ションの整理（経営レベル）

⚫ 組織別の課題特定と必要アク
ションの整理（現場レベル）

⚫ 調査結果内容およびアクショ
ン方針共有

課題特定・フィードバック

⚫ 課題仮説の検討

⚫ サーヴェイの設計

⚫ 調査の実施

見える化（定点調査）

ワークエンゲージメント
（「WE）

従業員
エンゲージメン

ト
（EE）

仕事・組織に対して不満を
持っている状態

仕事は好きだが組織に不満を
持っている状態

組織は好きだが仕事に不満を
持っている状態

仕事・組織に対して充実感を
持っている状態

WE/EEの状況把握の例 Wi ll・Can：Mustの認識・実践

Will
したいこと

（関心・ニーズ）

Can
できること

（能力・スキル）

Must
すべきこと

（役割認識）
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②ギャップ解消の施策実行支援 ７）人事制度改革

2. サービス内容 （コンサルティング/サービス）

コンセプト

⚫組織風土に関わるさまざまなテーマに対応したオーダーメイド型コンサルティングをご提供

⚫「トップのコミットメント」「戦略-制度-風土の整合性」「ソフトアプローチとハードアプロー

チの併用」で改革を推進。ハードアプローチとしての人事制度改革をご支援

特徴

⚫現状の徹底的なレビューから着手し、人材戦略や業務・風土と整合する制度をオーダーメイドで

設計

⚫導入時の社員向けの説明や評価者向けの研修等、新制度の導入・定着までを伴走して支援

組織風土改革のゴール

（トップのコミットメント）

改革のゴールと、現状の戦
略・制度・風土のズレが生
じていないかを確認すべき

1
本来三位一体で
相互に整合が取れて
いる必要がある

2

戦略

制度
(ハード)

風土
(ソフト)

ハードアプローチ・
ソフトアプローチは両
輪で進めるべき

3

人事制度改革【ハードアプローチ】

⚫ヒアリング、資料レビューおよびデータ分析

現状レビューPh. 1

⚫ 組織体制・各種制度に関する課題抽出

全社課題抽出Ph. 1-2

⚫ 組織風土のあるべき姿を明確化
⚫ あるべき姿実現に向けた全社課題の解決方針の検討
⚫ 課題解決に向けた改革ロードマップ策定

改革ロードマップの策定【ソフト・ハード横断】Ph. 2

貴社戦略と整合した、新たな組織風土醸成を実現

⚫ 改革ロードマップに基づく、各制度等の詳細設計

新制度詳細設計Ph. 3-1

⚫新制度の導入準備
⚫試験運用、本格運用

新制度導入準備・導入・運用Ph. 3-2

⚫定期モニタリングによるソフト・ハード両面の取り組み成果検証・進捗確認のPDCAサイクル構築

取組成果・進捗確認【ソフト・ハード横断】Ph. 4
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②ギャップ解消の施策実行支援 ８）風土・社員意識改革

2. サービス内容 （コンサルティング/サービス）

コンセプト

⚫組織風土に関わるさまざまなテーマに対応したオーダーメイド型コンサルティングをご提供

⚫「トップのコミットメント」「戦略-制度-風土の整合性」「ソフトアプローチとハードアプロー

チの併用」で改革を推進。ソフトアプローチとしての風土・社員意識改革をご支援

特徴
⚫現状の徹底的なレビューから着手し、把握した課題に基づいて効果的な施策を提案

⚫ ES調査を起点とした風土改善サイクルを確立し、貴社が自前でサイクルを回せる仕組み作りまでを支援

風土・社員意識改革【ソフトアプローチ】

⚫社員意識・風土調査による現状把握

現状レビューPh. 1

⚫ 組織風土上の課題抽出

全社課題抽出Ph. 1-2

⚫ 組織風土のあるべき姿を明確化
⚫ あるべき姿実現に向けた全社課題の解決方針の検討
⚫ 課題解決に向けた改革ロードマップ策定

改革ロードマップの策定【ソフト・ハード横断】Ph. 2

貴社戦略と整合した、新たな組織風土醸成を実現

⚫改革ロードマップに基づく職場レベルでの取り組み支援策展開

新制度詳細設計Ph. 3

⚫定期モニタリングによるソフト・ハード両面の取り組み成果検証・進捗確認のPDCAサイクル構築

取組成果・進捗確認【ソフト・ハード横断】Ph. 4

組織風土改革のゴール

（トップのコミットメント）

改革のゴールと、現状の戦
略・制度・風土のズレが生
じていないかを確認すべき

1
本来三位一体で
相互に整合が取れて
いる必要がある

2

戦略

制度
(ハード)

風土
(ソフト)

ハードアプローチ・
ソフトアプローチは両
輪で進めるべき

3
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②ギャップ解消の施策実行支援 ９）COCOPRO（心の健康ケアサポートサービ

ス）

2. サービス内容 （コンサルティング/サービス）

コンセプト
⚫メンタルヘルス対策を予防へシフト

⚫従業員・企業双方のメリットを最大化

特徴
⚫データ分析を基に、従業員のメンタル状況を可視化

⚫退職予兆AIを構築すれば退職防止への活用も可能

人事基本情報

モデル作成に利用するデータ例

勤怠・給与情報

健診情報

EAP情報

過去休職者情報

全体傾向分析

分析例

組織傾向分析

要因別分析

面談・指導

実施する施策例

メンター派遣

EAP利用推奨

セミナー・研修

告知・イベント

モデル差異分析

分析例

コスト効果検証

※導入準備の段階で、貴社の休職者の発生によるコスト推定値を無償でお見積り

❶ 導入準備 ❷ 分析 ❸ 活用＆施策実施 ❹ 検証

「COCOPRO」では、メンタルヘ
ルスの状況を可視化するためのモ
デルを、貴社従業員のデータから
オーダーメイドで作成

モデルによる分析結果を基に、メ
ンタルヘルスに影響を与える要因
を特定

職場のメンタルヘルスの状況を、
本人、人事部等に開示することが
でき、結果を基に、施策を検討す
ることが可能

①～③の取組を通じて、休職者が
減少したかどうかを検証し、分析
モデルの見直しや、施策の効果に
ついて、振り返りと改善に活かし
ていただくことが可能
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その他サービス ｜人的資本経営 開示・実践のレビューサービス

2. サービス内容 （コンサルティング/サービス）

人的資本経営「実践」「開示」本格化に向けた、課題明確化と体制構築

コンセプト
⚫人材版伊藤レポートで示された３Ｐ５Ｆモデルに基づき、貴社の現状と課題を明確化

⚫現状課題を解決するための方針性を整理し、人的資本経営の本格スタートにつなげる

特徴

⚫人材版伊藤レポート策定・人的資本経営コンソーシアム支援を含む、本テーマの深い知見・実

績

⚫開示資料分析と取組みヒアリングで、クイックに（1.5～2ヶ月）で課題を明確化

⚫課題は人事部門だけが負うものではない。企画部門や経営層も含む、あるべき連携体制を提案
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①官公庁の支援実績

②民間企業の支援実績

3. 関連活動実績 （コンサルティング）
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①官公庁の支援実績

関連活動実績 （コンサルティング）

⚫官公庁のお客様に対して以下の支援実績がございます

件名 業界・顧客 実施時期

地域の中小企業における人材確保方策に係る事例収集事業 厚生労働省 2023

経済産業省の組織経営改革推進に向けた人材育成等に関する情報の整理・発信に関する調査 経済産業省 2023

職場情報の開示を通じた労働市場の見える化に関する研究調査 厚生労働省 2023

働く人のワークエンゲージメントの向上に向けた支援事業 厚生労働省 2023-遂行中

人的資本経営に関する調査及び普及啓発事業 経済産業省 2021-２０２４

産業界における博士人材の処遇向上に関する調査 経済産業省 2022

内部労働市場を活用した人材育成の変化と今後の在り方に関する調査研究 厚生労働省 2022

新型コロナウイルス感染症による企業活動や雇用管理の変化とその課題に関する調査研究 厚生労働省 2021

最低賃金に関する調査研究等事業 厚生労働省 2020-2021

中途採用を通じたマッチングを促進していくための企業の情報公表の在り方等、諸課題に関する調査研究事
業

厚生労働省 2020

企業等の採用手法に関する調査研究 厚生労働省 2019

個人事業主・フリーランスの実態に関する調査 経済産業省 2019

パートタイム労働者等活躍推進事業 厚生労働省 2018

人的資本に関する調査研究 経済産業省 2017

人材不足分野における人材確保のための雇用管理改善促進事業 厚生労働省 2015-2017

兼業・副業を通じた創業・新事業創出に関する調査 経済産業省 2016

リカレント教育の社会実装に向けた調査研究・普及啓発パッケージ事業 文部科学省 2023

雇用労働施策等のあり方検討のための実態調査及びリスキリング推進検討協議会等管理・運営業務 広島県 2022-2023

令和３年度産業経済研究委託事業（「イノベーション創出」のためのリカレント教育に関する調査） 経済産業省 2021

リカレント教育等の人的資本投資に関する調査研究 内閣府 2019

働き方改革・生産性改善企業コンサルティング事業 茨城県 2018-2021

多様で安心できる働き方の普及拡大事業 厚生労働省 2017-2018

働き方・休み方改革推進事業 厚生労働省 2015-2016

ポジティブ・アクション促進のための総合的情報提供事業・「見える化」事業 厚生労働省 2012-2013
・・・他多数
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②民間企業の支援実績

関連活動実績 （コンサルティング）

⚫民間企業のお客様に対して以下の支援実績がございます

件名 業界・顧客 実施時期

MVV策定・新組織創設支援 電力会社 ２０２4

組織風土診断・改善業務 建設事業者 ２０２３

組織運営の強化に向けた人事施策検討・実行支援 公益社団法人 ２０２３

人事制度再構築支援 食品メーカー ２０２３

人財戦略高度化支援 建設機械メーカー ２０２３

グローバル人材マネジメント統合支援 金融事業者 202３

従業員のエンゲージメント向上及び人的資本経営開示方針アドバイザリ 金融事業者 2023

人的資本含むサステナビリティ開示にかかるコンサルティング 金融事業者 2023

組織運営の強化に向けた人事施策検討ならびに実行支援 公社 2022

人事戦略明確化・人事制度レビュー 食品メーカー 2022

人事制度概要設計・詳細設計 食品メーカー 2022

働き方改革支援業務 物流事業者 2021

専門人材育成支援 独立行政法人 2021

専門的融資推進人材育成施等の検討支援 金融事業者 ２０２１

グループ会社の人事制度統合支援 金融事業者 ２０２０

働き方改革支援 特殊法人 2020

グループガバナンス検討支援 物流事業者 2019

職員意識調査及び顧客満足度調査 金融事業者 ２０１６

役員・部長・次世代リーダー・現場担当者向け研修の企画運営 金融事業者 ２０１５～

・・・他多数
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参考｜人的資本経営 人的資本経営コンソーシアム

関連活動実績 （コンサルティング）

⚫ MRIにて経済産業省が行う「人的資本経営コンソーシアム」の事務局業務を受託・実施（～2025年3月）

⚫コンソーシアムでは、人的資本経営の先進事例やその背景にある体系的な考え方、投資家からの意見等が共有されてい

る

出所 )人的資本経営コンソーシアムH P

h tt ps :/ / hc m-co ns or t iu m.g o . j p/ p d f/ 2n d Te rm_Su rv e y_su mma ry_v 2. p df (2 0 25 年1月1 4日閲覧)

h tt ps :/ / hc m-co ns or t iu m .g o . j p/ p d f/ 20 2 4_so u ka i0 3_Go o dP ra ct ice .p d f（同上）

「人的資本経営コンソーシアム」の趣旨

人的資本経営の実践に関する先進事例の共有、企業間協力に向けた議論、効果的な情報開示の検討を行う場として設立

会員数（2025年3月31日時点）

合計631法人

当社の役割

各会議体（①人的資本経営の推進の企画、②人的資本経営の実践に関する情報共有・議論、③人的資本の開示に関する情報共有・議論、

④人的資本経営に取り組む企業と投資家の対話の場、⑤総会）の運営の他、人的資本経営に関する調査の実施・分析や好事例集の作成を

担当
成果物例：会員各社への調査結果 成果物例：好事例集
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参考｜男女間賃金格差 参考：ポジティブ・アクション「見える化」事業

関連活動実績 （コンサルティング）

⚫厚生労働省雇用均等・児童家庭局を顧客として分析ツールを開発

趣旨

女性が、ライフイベントの有無に関わらず、仕事と家庭の両立を

実現し、職場における就労の継続と公正な活躍機会の獲得を実現

するため、雇用管理における男女間格差を定量的に把握（見える

化）し、その是正を図るための分析ツールを作成し、産業界に提

供。

事業内容

業界団体の全面的な協力を得て、産業毎に「男女間賃金格差」を

従属変数として「定着」と「活躍」の二軸でキャリアパスに沿っ

て雇用管理における男女差を定量化、男女間格差の原因、統計的

差別の所在を可視化した「モデル」を構築。

構築したモデルに自社のデータを投入することで、自社状況の分

析を支援する「ポジティブ・アクションを推進するための業種別

『見える化』支援ツール」を作成、広報活動を実施。

‐H23年度～H26年度にかけて「百貨店」、「スーパーマーケッ

ト」、「情報サービス」、「製造（電機・電子・情報通

信）」、「製造（食品加工）」、「地方銀行」、「製薬」、

「旅行」、「クレジット」、「建設」、「信金」、「貿易・

商社」の各業界で作成。

‐地方銀行では本事業終了後も業界側で指標が更新され、「地

銀人材バンク」立ち上げの契機に。

成果物例

出所）厚生労働省H P

（h tt ps :/ / www. mhl w .g o. jp / to p ics/ k oy o uk in to u /2 0 12 / 03 / dl / 3 -1 .p d f）
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参考｜ワークエンゲージメント向上に向けた支援事業

関連活動実績 （官公庁受託案件）

⚫厚生労働省雇用環境・均等局を顧客としてワークエンゲージメント向上に向けたリーフレット、ハンドブッ

クを作成するとともに、セミナーを実施し広く周知広報した。また、企業5000社に対し、エンゲージメント

についてのアンケート調査を実施。

趣旨

労働者のエンゲージメント（働きがい）を向上させるために、

ワークエンゲージメントの認知向上を図るとともに、企業がどの

ような取り組みを進めればよいのかをまとめ、周知広報を行う。

事業内容

‐検討委員会での議論及び先進事例の取組内容を踏まえ、エン

ゲージメント向上に取り組む意義や具体的な取組方法、企業

事例を整理した、リーフレット、ハンドブックを作成

✓ 学術的な理論から、企業における具体的な施策展開まで一気

通貫で整理

‐働きがいに関する概念の認知度や、企業の取組状況を調査す

るために５０００社にアンケート調査を実施。結果はアン

ケート調査報告書にまとめ、公開。

‐先進的な取組を実施している企業へヒアリング調査を実施（R

５年度：7社、R６年度：10社、R7年度：１０社を予定）

✓ 定量、定性調査の双方を実施することで、企業実態や、先進

的な取組について把握、分析

‐働きがい向上のためのセミナーの開催

成果物例

出所）厚生労働省H P

（h tt ps :/ / www. mhl w .g o. jp / to p ics/ k oy o uk in to u /2 0 12 / 03 / dl / 3-1 .p d f）

R５年度事業成果物：リーフレット

R6年度事業成果物：ハンドブック
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〒100-8141 東京都千代田区永田町二丁目10番3号

03-6858-3592

serv ice@mri .c o. j p

人材・キャリア事業本部

【お問い合わせ先】

知をつなぎ、人生を豊かに
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